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は じ め に
 1946年11月 「日本国憲法」,翌47年3月 「教育基本法」の公布,そ れに引きつづ く関連諸
法令の公布によっていわゆる 「憲法 ・教育基本法制」が成立 した。49年12月 のことである。
4年 間にわたる悪夢のような戦争が終息して日本国民は,と りわけ教育関係者は,過 去70年
にわたる明治維新以来の中央集権的 ・官僚主義的 ・イデオロギー的教育の歴史を反省し,平
和 ・民主 ・人権尊重の原理に立つ教育を求めて不断の努力を続けた結果,や っとの思いでこ
の 「法体制」を手中にした。いまやその具体的実践 という段階になったとき,世 界は大 きく
変動 しはじめたのである。いわゆる 「冷戦構造の定着」による世界戦略構造の変化が決定的
となったのである。
 この事態はわが国にも大きく影響 した。結果的にいえば,そ れまでの民主的 ・進歩的政策
は一転 して反民主的 ・反動的方向へと進行しは じめた。世界戦略上,な かんつくアジア戦略
上のおが国の地位が高まるにつれて,こ の政策転換はますます有意性を帯びてきた。 日本保
守層はこれを奇貨としてその政策転換に便乗 して,戦 後改革を一挙に破粋 しようと企図する
にいたった。
 このような教育政策転換に先立 って,す でに一つの教育政策が潜行 していたのである。そ
れは,占 領二,三 年 目頃か ら,表 向きの華 々しい民主的教育改革と並行 して秘かに行われて
いたのである。今でこそこの事実は自明のこととなっているが,む ろん当時は,一 般的日本
人には知られていなかったことである。今 日になって,ひ とはそれを簡単に 「冷戦」の影響
だとい う。事実,そ うである。 しか し,そ うした 「断定」 と 「事実」 との間にはまだ大きな
ギャップがあるのではないだろ うか。世界戦略的な意味での 「冷戦」 もあれば,ア ジア戦略
的な次元での 「冷戦」 もある。また,こ の両者が具体的にどう関連 し,そ れが,具 体的に日
本にどのような形で持ち込まれてきたのか。普通には考えもしないことであろ う。
 しかし,現 実に行われていた事実を政策史的にみていこうとする場合,上 記のような考え
は,是 非経過 しておかなければならない過程であろうと考える。教育事象を 「教育」 とい う





 「r冷戦』(Cold War)と い う語は,1930年 代,主 として諜報,謀 略活動とか,第5列
の心理的戦争 といった,公 然たる実力行使をともなわない敵対活動を漠然とさすフランス語
の 「冷たい戦争」 (La guerre froide)に 由来するといわれている。」1)し たがって,そ れ
は, 歴史上多 くの国家間の敵対関係 と構造的に区別 される特殊な性格をもっている。 つ ま
り,「 平和は不可能であるのに,戦 争 も起 りえない状況」2)の ことだとされる。 °rの「戦
争」はいわゆるく公式を もった戦争>3)で ある。宣戦布告が行われ,平 和状態と戦争状態 と
が切断される。しか し,こ の場合はそ うではなく,和 戦未分化の中間段階にある。 しか し同
時に,こ の非公式抗争では,何 よりも当事者間で争われている争点が,妥 協や譲歩の余地が
ないほど鋭 く対立 しているという状況を特徴 としている。 したがって,冷 戦 とは,「 交渉不
可能性の相互認識に立った非軍事的単独行動の応酬」4)と 定義される。
 以上からすれぽ,冷 戦の開始された時期は,米 ソ指導者の意識のうえで,交 渉不可能の相
互認識が形成され,交 渉より 「単独行動の自由」が露わになった時期 とい うことができる。
それは,ソ 連の対外行動に関 して当時 ワシントソ当局者達が抱いていた危惧に対して明確な
方向づけと理論的根拠を与えた とされるG・ ヶナンのモスクワ発電文5)が 届いた46年2月 か
ら3月 にかけての時期とされている6)。 もちろん,米 ソ間の対立そのものはすでに第二次大
戦中にあった といわれているが,45年2月 のヤルタ会談でそれが徐 々に露わにな り,ポ ツダ
ム会談,戦 後の外相会議の頃にはもはや決定的なものになっていたようである。つま り,46
年9月 の ロソ ドン,12月 のモスクワでの二回の外相会議において,米 ソ両国は,ポ ーラソド
問題に加えて, ルーマニヤ とブルガリヤ の新政権の非代議制的性格をめぐって対立が深刻
化 し,も はや交渉による妥結の道は殆 ど残されていなかったという頃である7)。
 (2) 冷 戦 の展 開
 こ うした 決 定 的 な対 立 が 生 じる ま>x,す で に顕 在 的 な 冷 戦 の第 一 歩 は踏 み 出 され て い た 。
46年2月9日 の ス タ ー リソ演 説,つ ま り 戦 争 が 現 在 資 本 主義 の 基 礎 に お い て不 可避 的 で あ
り,ソ 連 は ど の よ うな偶 発 事 に 対 して も対 応 で き る経 済 建 設 と原 爆 保 有 の た め の科 学 ・技 術
を発 展 させ る とい う演 説8)に 対 して 返 され た フル トソ演 説 が そ れ で あ る。・3月5日,前 英 首
相 チ ャ ーチ ル は,ア メ リカの ミズ ー リ州 フ ル トンに お い て,ト ル ー マ ソ大 統 領 同 席 の 下 で ソ
連 の 「膨 脹 政 策 」 を攻 撃 して,「 今 日バ ル ト海 の シ ュ テ ッテ ィソか ら ア ドリア海 の トリエ ス
テ に至 る まで 大 陸 を横 断 して 鉄 の カ ー テ ンが 下 ろ され て い る」 と述 べ,英 国 国 民 の 対 共 産 主
義 結 束 を よび か け た9)。 この 頃,ト ル ー マ ソ政 府 は,さ きの ケ ナ ソ電 の分 析 に基 づ い て,ド
イ ツ賠 償 物 資 の 対 ソ輸 送 中 断,原 子 力 の 国 際 管 理 に 関 す るバ ル ー ク ・プ ラ ソの妥 協 の 拒 否,
パ リ,ニ ュ ー ヨー ク外 相 会議,特 に パ リ平 和 会 議 で のJ・F・ バ ー ン ズ 国務 長 官 の 対 ソ非 妥
協 的 態 度 の 堅 持10),ま た46年9月 同 長 官 の ドイ ツの シ ュ トウ ッツ ガル トで の ドイ ツ処 理 問 題
に つ い て ソ連 と の 見解 不 一 致 との 演 説11)な ど一 連 の対 ソ新 路 線 を と る こ と で 自信 を深 め て い
た 。 特 に,ア メ リカ の対 ソ強 硬 路 線 か ら逸 脱 して 米 ソ協 調 を主 張 して い たH・ ウ ォ ー レスを
商 務 長 官 の地 位 か ら追 放 した46年9月 の トル ー マ ソの措 置 は,政 府 の新 路 線 を 内外 に 示 す 象
徴 的 な事 件 と な っ た12)。
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 1947年 初 頭, ギ リシ ャ, トル コに 対 す る英 国 の援 助 打 切 りに発 した地 中 海 の 危 機 は,ト
ル ーマ ソ ・ ドク ト リソの 名 で 知 られ る対応 を 生 み,ア メ リカ の外 交 政 策 上 の 一 大 転 機 とな っ
た 。 す な わ ち,47年2月21日,戦 後 経 済 危 機 に悩 む 英 国政 府 は,ギ リシ ャに 介 入 した 英 軍 維
持 が 困 難 とな った た め,ギ リシ ャ と トル コに対 す る英 国 の経 済 援 助 打 切 りを ア メ リカに 通 告
した 。 トル ー マ ソは直 ち に ギ リシ ャに 出 兵 す る と と もに, さ らに 経 済 援 助 を 行 うこ と と し
た 。3月12日,ト ル ー マ ン は上 下 両 院 合 同会 議 で演 説 し,全 体 主 義 の 「膨 脹 」 に 対 す る防 衛
とい う名 の下 に,ギ リシ ャ,ト ル コへ の4億 ドル の軍 事 援 助 の た め の 立 法 を 議 会 に 要 請 し,
承 認 され た 。 こ の対 共 産 斗 争 の宣 言 が 「トル ー マ ソ ・ ドク ト リン」 で あ り,ま さに 冷 戦 の 宣
戦 布 告 と い うに ふ さわ しい もの で あ っ た13)。 こ うして,共 産 主 義 に 対 抗 す るた め の国 際 政 治
の再 編 成,反 共 同盟 の形 成 が ア メ リカ外 交 の 目標 とな った が,こ れ は 当 然 国 内に も適 用 され
る こ とに な る。 この 宣 言 と 同時 に,連 邦 官 吏 忠 誠 審 査 令 が 出 さ れ,体 制 へ の 信 従 が 要 求 され
た14)。
 トル ー マ ソ宣 言 に よ って,ア メ リカ の勢 力 は急 速 に地 中海,西 ア ジ ア方 面 に 浸 透 した 。 第
二 次 大 戦 中 に 世 界 に 拡 が っ て い た 米軍 軍 事 基 地 は,戦 後 もそ の ま ま維 持 され て いた が,更 に
そ の維 持 が 継 続 され,ま た47年 中 に ア メ リカ で は 「国家 安 全 保 障 法 」 の制 定 に よって,国 防
総 省 や 統 合 参 謀 本 部 が設 定 され,軍 事体 制 の 一 層 の 強化 が 図 られ た 。 こ う して外 交 政 策 と軍
事 政 策 とが 一 致 し,ま た 軍 部 と大 企 業 との結 合 で あ る 「軍産 複 合 体 」 が 拡 大 し,ア メ リカ の
対 外 政 策 を左 右 す る の で あ る。 宣 言 は,西 ヨmッ パ に も直 ちに 影 響 を及 ぼ し,西 ヨー ロ ッ
パ諸 国 内部 で の反 共 戦 線 の系 列 化 を もた ら した15)。 と りわ け フ ラ ンス,イ タ リヤ で は容 共 分
子 の 閣外 追 放 措 置 が と られ た が,同 時 に これ らの 諸 国 で の 労 働 運 動 の激 化,政 局 の動 揺 は,
ア メ リカか らす れ ば,戦 後 の経 済 困 難 に便 乗 す る 共 産 党 の 侵 蝕 とみ られ た 。 ドル不 足 に対 す
る経 済 援 助 を訴 え る ヨー ロ ッパ に対 して,共 産 主 義 に 対 抗 す る経 済 復 興 のた め の措 置 を講 ず
る こ とが,「 封 じ込 め」 政 策 の新 しい 局面 とな って マ ー シ ャル ・プ ラ ンが 提 唱 され た の で あ
る16)。
 1947年6月5日,国 務 長 官 マ ー シ ャル は,ヨ ー ロ ッパ 諸 国 が 共 同 復 興 計 画 を 立 案 す る こ と
に対 して ア メ リカが200億 ドル の 経 済 援 助 を 与 え る とい う方 針 を声 明 した 。 そ の場 合,ヨ ー
ロ ッパ諸 国を ま とめ て援 助 し,ま た 国連 を 通 さず,ア メ リカの 発 言 権 の強 い機 関 に よっ て援
助 を 与 え る と した が,そ れ は,ヨ ー ロ ッパ を ア メ リカの 市場 圏 と して 再 編 成 し,同 時 に共 産
主 義 に対 抗 し よ うとす る意 図 か らで あ った。 この提 案 を め ぐって,6月 末 パ リで 英 仏 ソ三 国
外 相 会 議 が 開 か れ た が, ソ連 は こ の提 案 は トル ー マ ン宣 言 の 発 展 で あ る と して 拒 絶 した の
で,翌 日,英 仏 のみ が ヨー ロ ッパニ ニ ケ 国 に復 興 会 議 へ の 招 請 状 を 送 った 。 ソ連 及 び東 ヨー
ロ ッパ八 ケ国 は 参 加 を 拒 否 した。 ギ リシ ャ,ト ル コを 含 む 西 ヨー ロ ッパ の一 六 ケ 国 に よる復
興 会 議 が,7月12日 か らパ リで 開催 され,9月22日,報 告 書 が マ ー シ ャル長 官 の も とに提 出
され た 。48年4月,ア メ リカ は 「対 外 援 助 法 」 を成 立 させ,援 助 計 画 の実 行 を 開 始 した 。 こ
う して,ア メ リカの 対 外 支 配 力 は 圧 倒 的 に強 化 され る こ と とな った の で あ る17)。
 こ う した ア メ リカ の冷 戦 政 策 に対 して,ソ 連 と東 ヨー ロ ッパ 諸 国 お よび 仏 ・伊 の 共 産 党 に
よ って,47年10月 コ ミン フ ォル ム(共 産 党 情 報 局)が 組 織 さ れ た 。 そ の創 設 会 議 で の宣 言
は,ト ル ーマ ソ ・マ ー シ ャル ・プ ラ ソは,ア メ リカ膨 張 政 策 の ヨ ー ロ ッパ に 現 わ れ た 一 部 に
す ぎ な い,世 界 は 「帝 国主 義 」 と 「民 主 主 義 」 の 「二 つ の 陣営 」 に分 れ た,各 国 共 産 党 は
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「反帝 ・民主主義」の基礎の上に九ケ国共産主義の活動の調整,情 報の交換の組織 としてコ
ミンフォルムを結成 した と述べている18)。西側は,か つてのコミンテルンの復活とみて警戒
したQ
 米 ソ両国の狭間にあって最大の犠牲を被 ったのは ドイツであった。戦後,ド イツは米英仏
ソの四ケ国に分割占領 され,軍 政によってベル リンは四国の共同管理下におかれ,ポ ツダム
協定に従 って運営されていた。連合国は,当 初 ドイツを統一の単位 として処理する方針であ
ったから,分 割占領や 共同管理はあ くまでも暫定的なものであった。 しか し,47年 に入 っ
た頃には,ア メリカでは対 ソ前進基地 としての日本と西 ドイツの重工業復活の方針が唱えら
れ,ソ 連占領地帯を排除 した西 ドイツを分離国家として樹立することになった19)。
 48年2月23日,米 英仏三国は ロンドソで三国会議を開いて,西 ドイツ経済復興とい う名 目
で,西 ドイツ及び西ベル リソの通貨改革と マーシャル ・プラソへの編入を決定 した。 ソ連
は,こ れをポツダム協定違反 として,4月1日,ベ ル リソと西 ドイツとの交通を規制するこ
ととした。事実上の封鎖は,6月18目 の貨物 自動車の停止から開始された20)。6月26日 か ら
空輸開始,9月29日 三国からの安保理事会への提訴,そ の後若干の経緯があって,49年5月
4日,一 応の妥協が成立 した。それは,5月12日 までに封鎖を解除し,5月24日 にパ リで四
国外相理事会 を 開 いて,通 貨問題を 含む 一切の ドイツ問題を 討議するとい うことであっ
た21)。
 しかし,こ の間に西側では急速に西 ドイツの樹立を進めた。5月8日,憲 法制定会議が ド
イツ連邦共和国基本法(ボ ソ憲法)を 採択 した。これに対抗 して5月30日,第 三回人民大会
が ドイツ民主共和国憲法を採択 した。パ リ四国外相理事会は,ベ ルリンの交通 ・通信の正常
化を約 した以外には成果はなかった。やがて9月21日,ド イツ連邦共和国が,つ いで10月7
日,ド イツ民主共和国が成立 した。 こうして ドイツは二つの国に分立 した。ベル リン問題が
新たな難問として発生 した。 ソ連のベル リン封鎖の目的が,西 ドイツ政府の樹立を阻止する
ことであったとすれぽ,そ れは失敗 したことになる。 しか し,ソ 連からすれぽ,こ うした強
硬手段をとらせた原因はあくまでも西側のポツダム協定違反にあった ことになる22)。
 論述は少 し遡 るが,1948年4月 の対外援助法が成立 した後,ア メリカでは,6月11日,「 バ





リカとブラッセル条約加盟の西 ヨーロッパ連合五ケ国(英,仏,和,ベ ルギー,ル クセンブ
ルク)に カナダを含めて予備交渉が開始され,10月 末,広 範な北大西洋条約の結成の企図が
公表された。 その目的は,ソ 連および その影響下の国家群に 対抗する軍事同盟の結成であ
る。49年4月4日,ワ シン トソで北大西洋条約(NATO)が 調印された。上記七ケ国の外
に イタリア,ノ ルウェー,デ ンマーク,ア イスラン ド,ポ ル トガルの計一ニケ国が参加 し
た。 この条約は,一 締結国に対する攻撃は全締結国への攻撃 と見傲 し,そ の場合,各 締結国
は被攻撃国を援助することを規定 し,ま た武力攻撃に対する抵抗能力を維持 し発展させると
して軍事力の増強を方向づけたものである23)。
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 NATOの 成 立 は実 質 的 に ソ連 に 対 抗 す る軍 事 同 盟 の形 成 で あ り,ま た 西 ヨー ロ ヅパ の軍
備 増 強 の 出発 点 とな った 点 で,冷 戦 の歴 史 上 画期 的 な事 実 で あ った 。 と くに西 ドイ ツの再 軍
備 は,こ の機 構 に とっ て不 可 欠 の もの とな った。 しか し,NATO成 立 時 点 で は 西 ヨー ロ ッ
パ諸 国 の対 ソ軍 事 力 は 明 らか に 劣 勢 で あ って,辛 う じて ア メ リカの 原 爆 独 占 に よって 補 い得
た にす ぎ な か った。 と ころ が,49年9月23日,ト ル ー マ ソが ソ連 の 原 爆 実 験 成 功 を 発 表 した
こ とは,こ の考 え に大 きな衝 撃 を 与>xた 。 した が って,こ の 衝 撃 は 「原 子 力 ス パイ 」 に 対 す
る憤 激 に転 嫁 され,そ れ は ま た 「ス パ イ取 締 り」 とい う名 目で の 「赤 狩 り」,マ ッカ ー シイ
ズ ム の跳 梁 を準 備 す る こ とに な った。 ソ連 の 原爆 保 有 に対 す る ア メ リカの 軍 事 的 反 応 は,50
年1月 の トル ーマ ソの 水 爆 製 造 の 促 進 命 令 で あ った24)。
 (3)戦 後のアジア惰勢
 第二次大戦の結果は,ア ジア情勢をも大きく変えた。久しく東アジアで 「憲兵」の役割を
担 った日本の崩壊は,東 アジアの植民地 ・従属国における民族解放運動に飛躍的な前進の信
号 となった。1945年8月17日,イ ンドネシア共和国の,9月2日 ヴェトナム民主共和国の独
立が宣言され,イ ソドシナ共産党のホー=チ=ミ ンが大統領に選ばれた。続いて ラオスに臨
時政府が樹立され,カ ンボジアにおいてもフラソス支配に反対する独立運動が起きた25)。
 ヴェトナムには独立宣言後直ちに北緯16度 線を境に して北部に中国国府軍,南 部にイギ リ
ス軍が進駐 した。 日本軍の武装解除のためである。中国軍は46年6月 に撤退 したが,イ ギリ
ス軍に加えて南部に進入したフラソス軍は,46年9月 のブォソテーヌブロー会談の協定にも
拘わらず北上し,12月19日 ハ ノイでの全面衝突に入 り,第 一次イソドシナ戦争が開始 され,
54年7月 のジュネーヴ協定まで戦争が続いた。その後,ヴ ェトナム軍の抗戦に悩む フランス
はアメリカの援助に頼 り,イ ンドシナ戦争は国際政治の焦点として重大化 した26)。
 一方,イ ンドネシア共和国に対 してはイギ リス,オ ラソダが武力干渉を始めた。それは,
49年12月 のハーグ会議によって終結 したが,オ ラソダの経済権益は確保 された。50年1月 新
たにインドネシァ連邦共和国が成立 したが,ア メリカへの依存を強めて国内政情は安定 しな
かった27)。
 大戦末期 フィリピンに上陸した米軍が抗 日人民軍フクバ ラバップに対 して直ちに弾圧をも




党 と共産党 との分裂は,戦 後国民党の共産党に対する武力攻撃 として表面化 した。45年 から
46年 にかけてアメリカの軍事援助を受けた国民党は,7月,中 国東北地方で攻勢に出たが,
47年 夏から人民解放軍は反撃に転 じ,48年 に東北 ・華北を確保 して南進 し,国 民政府を台湾
に追放した。 この時期 までは ソ連は中共側に援助を与えてはおらず,む しろ1945年8月14日
の中ソ友好同盟条約によって国民政府側を合法政権 として遇 してきた。 しかし,国 民党は政
治的 ・道i義的腐敗が著しかったので民衆の支持を得るに至 らず,結 局共産党に名をなさしめ
たのであった。1949年10月1日,中 華人民共和国の成立が宣言された。 ソ連はじめ社会主i義
諸国が直ちに承認 したほか,イ ギ リス,イ ンド,オ ラソダなどが承認 した29)。
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 中共の成立は,世 界最大の人口を擁する地域が社会主…義陣営に属 したことによって東西の
力関係を大きく変えるものであった。アメリカの中共承認拒否とソ連の国連ボイコットに よ
って,世 界は深刻な危機に遭遇した。中共の成立は,ア メリカのアジア政策に再検討を迫る
ものであ り,ア メ リカの政策はこの時期に大きく動揺 した。 トルーマソはアジア大陸からの
一時的後退 も止むをえぬと認め
,50年1月5日,中 共が台湾進攻を行っても軍事行動はとら
ないとすら声明した。1月12日,ア チソソ国務長官は,ア リューシャソー日本 ..縄一 フィ
リピソをアメリカの 「防衛周辺」であると演説 して,台 湾,南 朝鮮はその外にあることを示
した。その背後には中共の 「チ トー化」への期待があった。しかし,50年2月 の中ソ友好同
盟相互援助条約の成立はアメリカの期待を裏切るものであ り,ま た国内でも,戦 後拾頭 しつ
つあった国務省対中共宥和政策の裏には共産主義同調者の策謀があるという主張が拡大再生
産され,台 湾軍事援助の主張やマッカーシイズムの拾頭が顕著となった30)。




 1948年12月11日,ト ルーマソは近 くマッカーサーの経済顧問として日本に出向する予定の
」・ドッジと会談 し,つ ぎのように述べた。 「中国の事態の成行きは,日 本の重要性を倍加
した。国家安全保障会議は,日 本経済の立て直 しが今日われわれの当面 している国際的課題
の中で最 も重要なものの一つであると判断している」と31)。
 この言葉は,48年 以降のアメリカの世界政策のなかで,日 本経済が極めて大 きな役割を課
せられていることを示 している。 しか し,そ の役割の具体的内容は何か,そ れは48年 を境に
実施された対 日占領政策の転換を正 しく把握するためにも,ぜ ひ明らかにしておかな くては
ならない ことである。むろん,「 転換」 自体の意図は,こ の年1月6日 に行われた ロイヤル
陸軍長官の演説その他で理解されているが,そ の具体的内容については必ず しも明 らかでは
ない。
 そこで少 し先廻 りになるが,1952年 初めに国家安全保障会議がアジア地域支配の基本点を
定式化 した政策文書 「東南アジアに関するアメリカの目的 と行動方針」を手がか りに検討 し
てみたい。 この文書は,中 共成立や50年6月 の朝鮮戦争の開始などの決定的な経験を もとに
作成されたものなので,あ る意味ではアメリカの採らざるを得ない基本方向を現わ している
と思われる。 この文書の核心的部分は,つ ぎの四項 目からなっている。
 A 東南ア諸国の一国でも共産侵略によって失なわれることは,恐 らく同地域の残 りの諸
  国も比較的速やかに共産主義に屈服するか,同 調することになろ う。 これは連鎖的に残
  りの国とイン ド,長 期的には中東 も同調し,こ れはヨーロッパの安定 と安全を脅やかす
  ことになる。
 B 東南 アジアが共産化すれば,太 平洋の大陸沿いの島々におけるアメリカの地位を不安
  定なものに し,極 東におけるアメリカの基本的な安全保障上の利益に重大な危機をもた
  らす。
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C 東 南 ア,特 に マ ラヤ とイ ン ドネ シア は,有 数 な 天 然 ゴ ム と錫 の産 地 で あ り,石 油 そ の
他 戦 略 上 の物 質 の生 産 国 で もあ る。 ビル マ と タイ の 米 輸 出は,マ ラヤ,セ イ ロ ソ,香 港
 に と って 死 活 的 に重 要 で あ り,自 由 ア ジ アの 重 要 地 域 で あ る 日本 とイ ソ ドに と って も重
 要 で あ る。
D マ ラ ヤ とイ ン ドネ シアが 失 な わ れ る こ とは,日 本 に 大 き な経 済 的,政 治 的 圧 力 をか け
 るだ ろ う し,そ の結 果,日 本 が 共 産 主 義 と和 解 す る危 険 を 防 ぐ こ とは 非 常 に困 難 に な
 る32).
 要するに,民 族革命 と社会主義を圧殺するには,東 アジア資本主義圏の結成が不可決だと
いうことである。換言すれば,革 命の連鎖反応を阻止するには,そ の可能性をもつ地域全体
を反革命的体制 として組織するほかないとい う立場である。そ して日本には,他 のアジア諸
国との軍事的,経 済的な相互依存と協力の関係で積極的な地位を占め,そ の反革命体制を維
持する役割を与えられるのである33).
 こうした役割は,す でに占領当初から日本に課せられていた。日本はアジア諸国やイギ リ
スに対 し,占 領当初か ら消i費物質を提供 させられてきた。総司令部は,45年12月,日 本政府
による綿花の輸出を許可 したが,こ れは日本のためではな く, 「連合国の国民を救済するた
め」のものであった。事実,日 本国民の間で衣料 ・繊維製品が極度に欠乏していた46～47年
の問に,日 中戦争以来の在庫品までも含む綿糸,綿 織物,生 糸などが大量に朝鮮,香 港,イ
ギリス,ビ ルマ,イ ソドネシア,ト ルコ,セ イロンなどに輸出されていたのである。また,
46年, 「終戦処理費」 の名 目で,政 府予算5億4700万 円を南朝鮮の飛行場 ・鉄道線路の復
旧 ・修理 ・再建費,難 民救憧費などとして使用 していた。 したがって,48年 の政策転換の第
一の内容は,す でに実施されてきたこの施策を系統化 し,そ の生産力的基礎を確立すること
であるということができる34).
 第二に,東 アジア資本主義圏構想が反革命政策の基軸 とされたことは,資 本主義的方法で
諸国民の経済生活を再建することが,軍 事的方法と並んで革命勢力 と戦 う有力な方法である
という判断に基づ くものである。48年 初頭に実施されは じめる対日政策の転換もまた,日 本
とアジア諸国に対する同様な攻勢を意図す るものであった。それは,単 に日本の資本主義の
安定を図るとい うだけでなく,英 ・仏がマラヤ ・イソ ドネシアから食糧 ・原料を入手 し,ド
ルの節約 と獲i得に成功するために,こ れらの地域における民族革命運動を破壊する役割 も与
えられていたのである。48年2月 に発表 されたス トライク対日賠償調査団報告書に,「 日本
を強力な工業国にする方が,極 東の平和 と繁栄 とに対して,こ の広い人 口の多い領域に現状
どお りの不安定 と経済的失調状態をつづけるよりも危険が少ないと思われる」35)と述べてい
るのはこの現われである。これは,同 時にこの地域で産出される戦略物資一錫 ゴム,米,
タソグステソ,鉄 鋼,石 油などをアメリカの支配下にお くことにも役立つはずであった。
 第三に,ア メリカが対 日政策を転換 してアジア支配に必要な軍事費 ・経済援助費を縮少す
ることも,こ の時期の世界政策上極めて重大な問題 となっていた。この時期には,ア メ リカ
の軍事費の削減は大統領 ・軍首脳部の要求に反 して急テンポで進んでいた。これは,人 民の
諸斗争,国 内改革の必要 とともに,資 本家のなかで経済的 見地から軍備縮小を要求する声が
有力だったためである。 しか もこの時期にアメリカ政府 ・軍首脳が主力を注いだのは,ヨ ー
ロッパ資本主義の復興,ヨ ーロッパにおける軍事力バランスの優位の確保,ソ 連の軍事的 ・
8 長li奇大学教育学部教育科学研究報告 第28号
政治的抗争の焦点を ヨーロッパにおくことなど,ヨ ーロッパ第一主義の路線であったから,
アジアでの占領費 ・援助費の切 りつめが緊要となったのである。 日本占領が主に米陸軍に よ
って担当されていたことは,こ の要因が一層大きく作用する条件 となった。対 日政策の転換
が当初陸軍長官 ロイヤルや同次官 ドレーパー の指揮の下に遂行された のは,こ の結果であ
る。陸軍首脳が対 日政策転換にどれほど大きな期待をもっていたかは,48年3月 に来 日した
ドレーパーの次の発言によく現われている。 「日本の復興計画は,米 国が現在 日本や朝鮮や
琉球に対 して支出している多額の復興資金の負担を切 り上げ,や がてそれを全 くな くするた
めの目的をもっている」36)。
 (2) 政策転換の基本方向
 対 日占領政策の転換の画期をなすのは,1948年3月20日,ド レーパー陸軍次官を中心 とす
る ドレーパー使節団の来 日である。すでに対日賠償の緩和を主張するス トライ ク報告が3月
1日 に公表 されたが,ド レーパー使節団はさらに,総 司令部の路線を強硬に変更させる権限
を もち,前 項で述べた役割を日本に担わせるために必要な諸施策の実施に当るためのもので
ある。
 その基本目標としたのは,短 期間の うちに日本工業の輸出能力を飛躍的に拡大することで




法は,47年12月 に成立 し,48年2月4日 には257社 の指定が発表されて,指 定を受けた独占
的多角経営会社を一業種ごとに分割することをねらったものであった。 日本の独 占企業は コ
ンツェルンの形態をとることによって,そ の地位を確保 してきたとい う歴史的性格をもって
いたが,同 法はこの性格をつき崩 し,私 企業相互の自由な競争を保護 しようとい うものであ
った。だか らそれは,巨 大企業の独占的地位に致命的な打撃を与えるはずであった。これに
対 し,当 使節団は,5月4日 五人委員会(集 中排除審査委員会)を 設置 し,僅 かな例外を除
いて事実上企業分割を握 りつぶさせ,独 占企業の温存を図ったのである。 ドレーパー使節団
のこの行動は,日 本の輸出能力の基礎を独 占企業におき,こ れの保護を通 じて貿易計画を実




犠牲にした対外(主 要連合国,東 ア諸国)輸 出の増加を図る方法で行われた。 最も重視された
のは,綿 糸紡績お よび綿織物業である。この部門が占領当初から海外の衣料不足を緩和する
役割を与えられていたことはすでに述べた。そのため,戦 前からの独占企業である10大 紡に
特別の保護がなされていた。 まず生産割当量の増,労 働者の確保 と生産の継続を図るための
優遇措置,石 炭 ・針 ・布 ・スピソドル油などの優先供給,電 力使用制限の除外,原 料綿花の
輸入 ・供給,集 中排除法の適用中止,羊 毛 ・化繊 ・絹紡の兼業認可,そ の他48年5月14日 の
6000万 ドルの対日綿花民間借款協定の締結,6月 の1億5000万 ドルの綿花回転基金設定,7
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月の占領地域経済復興基金の日本への提供などが行われるようになった。こうした結果,綿
製品とくに綿織物の輸出は急増 し続け,こ れ らの独占企業は,49年 の ドッジ ・ラインの下で
も好況を続けたが,そ れは政策的な輸出の伸長によるものである。49年,日 本は早 くも米 ・
英についで世界第三位の綿製品輸出国になった39)。
 また,重 化学工業の分野では,民 族解放斗争に対する抑圧に,日 本か らの輸出品が直接役
立てられた。その代表的なものはフィリッピソである。 フィリッピソに対する輸出で,輸 出
総額中に大 きな比重を占めるのは,セ メソトと鉄鋼である。 ところが,こ れらの輸出品は経
済開発計画にのって,地 方においては,専 らフク団(共 産主義者に指導された解放運動の非合法
組織)掃 討用の軍用道路建設に向けられた。 日本のセメソ トと鉄鋼製品(亜 鉛鉄板)は これ
に投入されたのである。 日本で生産 されたセメン トの うち,46,47年 度には31%,42%が 米
占領軍用に消費され,国 内消費を圧迫 した。 このような輸出と引換えに,日 本鉄鋼業は鉄鉱
石を獲得したのである40)。
 以上のことは,東 アジア経済圏 とでもいうべきものが作 られ始めたことを示すものであろ
う。 日本は綿製品,化 学製品,建 設資材,車 輔,鉄 道施設,電 気器具などを供給 し,工 業原
料,食 糧などを輸入するわけであるが,そ れは単なる交易関係の発展とい うよ りは,ヨm
ッパ資本主義諸国の危機を焦点 とするアメリカの世界政策が作 り出したものであった41)。
 (3) 政策転換の頂点
 対 日占領政策の頂点をなすのは,49年 初頭に開始される ドッジ ・ラインの実施である。 こ
れは,実 に強引無類の方法で実施され,戦 後 日本の政治 ・経済を一変させるほどの役割を演
じた。では,ド ッジ ・ライ ソとは何であ り,何 故 これほど強引に実施されたのであろうか。
 ドッジ ・ライソとい うのは,ド レーパー構想を最 もドラスティックな方法で具体化 した も
のにすぎない。1948年5月,ド レーパー使節団は次のような報告書を発表 した。 「(1)日本産
業復興は今やわれわれの主要な占領 目的である,(2)米政府は米国自身の利益のために日本経
済復興計画を援助する,(3)こ の政策は陸軍省で作成 され,国 務省に支持され,マ 元師が同意
している方針である」 と述べ,④ 日本の外国貿易拡大のための融資に米資本を利用せ よ,⑭
賠償を思い切って削減せ よ,㊥ 総司令部の 「財閥解体」政策を緩和せ よ,⇔ 日本の輸出を振
興 し,商 船隊の規模を拡大せ よ一 と勧告 した42)。また,(1)予 算均衡(イ ソフレの終息)を 達
成すること,(2)国家公務員を削減すること,(3)産 業への補助金を打切ること,(4)公共料金を
引上げること,(5)増税を行 うことなどが必要であるとし,さ らに日本国民に過度の政治的 自
由を与えるべきではなく,労 働者に対 しては労働の強度と質を高め,消 費(・o・・)を切 りつめ,規(ee・・)律
に従(・・・)わせ,戦 斗性(・o・s)を奪(e・)うべ きだと指摘(・・s・)した。 ドレーパーは4月 上旬(ses・・・・・・・・・)帰国( )すると,ド ヅジに対(・・・・・)
しこの路(・・e・)線に沿(・)った 日本経(e・・・)済「復興」に当るよう依頼した43)。
 この間(eo・),アメリカ政府(・・・・e・)は,7月に芦田内閣(eo・・)に10原則の提示を行 う一方,日 本経済復興を極
めて早期に達成する必要を痛感するようになった。既述の48年12月 の トルーマンとドッジと
の会 見は このことを 現わ して いる。 また,米 政府が12月18日,総 司令部に対 しあらためて
「経済安定九原則」の実施を指令したのは,こ れまでの復興計画の進展が 「事態」の要求に
合わなくなったことを示 している。
 この 「事態」 とは,第 一に,冷 戦の激化である。48年 後半期には,ベ ルリソ問題がアメ リ
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力対外政策の焦点をな していた。 ソ連の封鎖に対抗して続けられた空輸作戦は,12月 で半年
にもな り,ま た ドイツの東西への分割は,対 立の深刻 さを示すものであった。 このことが,
アメリカの中国国府援助政策を転換させた。12月16日,ア メリカは軍事顧問団を中国か ら撤
退 させ,同 時に援助の追加不能を声明した。 これは,国 府の 見放 しであ り,中 共の勝利を決
定的にした。このような事態の思いがけない進展がアメリカ支配層を慌てさせ,ド ッジの日
本派遣 となるのである44)。 第二に,ア メリカ資本,と くに ウォール街主流(・ ックフェラー
財閥を代表とする)の,日 本市場やアジアの諸資源を支配 しようとい う要求が,ア メリカ政府
に日本 「復興」を急がせたと 見る向きもある45)。第三に,ド レーパー構想による 日本支配
は,48年11月 の国家安全保障会議で決定され,そ れが日本独立後 も日本をアメ リカに繋ぎと
める方法だとされたことである。すなわち,(1)日 本を経済的 ・社会的に強化 し,占 領後 も自
発的に米国 との友好を保たせる,(2)そ の目的達成のため,総 司令部は可及的速かに行政責任
を日本側に移譲す る,(3)15万 人の国家警察を組織 させる,(4)日 本が国内改革の計画を自身の
ペースと方法で行 うことを許すべきである,(5)占 領による心理的抑圧を最小限に減 らすべき
である46)。ここには,講 和後をも見通した今 日時点以後のすべての重要占領政策が圧縮され
ている。 この決定(  0 )は,冷戦激化(e Oりの)に対応(0  )して作成(   s)された対 日講和方針(    む0 e )に関( む)する最初( 0  )の正式政策
文書(りe     )であるが,中 国か らの軍事顧問団引揚げ とほぼ時を同 じくして議決されたことに注 目し
なくてはならない。第四に,48年11月 以来,ソ 連がアメリカに対 して対日講和の促進を強 く
要求するようになったことも挙げられる。アメ リカはソ連が日本に,よ り寛大な条件を提示
し,そ のために日本の世論がソ連に傾 くのを恐れていたからである47)。
 ところで,日 本派遣を 依頼された ドッジは,対 日早期講和の ための対策が必要である旨
を,す でに10月18日 ドレーパーに書き送っていた。また,中 国情勢との関連でアジアにおけ
る日本の地位が一段 と重大にな り,日 本復興の緊急性が増 したとい う判断においても,ト ル




として,ま た供給源 として,日 本を利用することを必要ならしめるであろう」48)。 ドッジ ・
ラインの無類の強引さは,以 上のような意味で,短 期間に日本経済を復興させる必要か ら生
まれたものである。彼の構想は,彼 が実際に行 って示 したように,目 本の労働者や民衆を計
画的に失業と生活苦に投入することに よって,目 本資本主義を立 ち直(・)らせ ようとい うので(e・・s・・eo)あ
る。彼(・e・・)はこう書(o・)いて る。 「失業(・e・・s・)を増大(・・・)させれば,そ の結果(・oosss)として労働能力(・os・o)の増大と生産の
増加をもたらすであろ う」 「病気をなおすための活動は,常 に不愉快なものである」49)。
 日本の経済復興は,単 に 「経済」だけの問題ではない。それは,す べて冷戦の進行に対応
し,冷 戦に勝利を得んとするアメリカの西 ヨーロッパ ・東 アジア戦略(・s)に基(・o)づいて発想(・e・)された
ものである。 日(・・a・)本の通路(oe・)に重大(・eo)な影響(・・s)を与(・)える発言(o・)と勧告(e・)を盛(・o)った48年(・o・o)5月(oe)のドレーパー報(e・e)
告書の線以降,同 年11月 の国家安全保障会議の 「議決」を促 し,日 本に広範な政治的 ・社会
的政策の展開を強いることになる。反共路線は終始一貫 した占領政策であったとしても,冷
戦が顕在化 しない段階での占領政策にはいまだそれほど顕著な反共性は認められなかった。
それが兆 し始めるのは 「三月斗争」への占領軍干渉ない し政令201号 を促が した 「マ書簡」
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発表の頃か らである。 これは,ド レーパー報告書の反映 とみるべきであろう。その後の 「警
察予備隊」設置のマ書簡,リ ッジウェイ声明,急 がれた講和条約の締結,安 保条約の締結な
ど,す べては以上の路線のなかにコソパ クトに内蔵されていた といわなくてはならない.
3 政策転換の日本的展開
 (1)吉 田1政権の成立
 芦田内閣総辞職のあと,民 自党総裁吉田茂が内閣首班に指名された。48年10月19日 のこと
である。 これより先,幹 事長山崎猛との首班争いで,吉 田はG2(参 謀二部一謀報部)の 支
持を得,当 時復活 しつつあった独占企業の後援もうけて勝利を得たのである。 このことは,
吉田が ドレーパー ・ドッジ ・ラインの強力な推進者 と なることを決定づけたことを意味す
る。支持,後 援者は何れもその実施を強 く期待 していたか らである。
 組閣後,間 もなく吉田はその準備工作に着手 した。10月30目 ゴ7月22日 付マ書簡に基づ く
政令201号 の 「法制化」と称 し,国 家公務員か ら争議権 ・団体交渉権を奪 う 「国公法改正案」
を通過させ,ド レ 0報 告書にい う 「過度の政治的自由の制限」の第一歩を踏み出した。
また,12月17日,国 務省 と陸軍省は ドレーパーらの勧告 「日本経済安定計画九原則」50)を発
表 し,そ れは,翌18日,吉 田へのマ書簡とともに発表された。 これに先立つ11月29日,総 司
令部労働課長ヘプラーは,「 賃金三原則」51)の実施を日本政府に指令 していた52)O
 吉田内閣は,12月23日,不 信任案が可決されたのを機会に議会を解散し,49年1月23日,
総選挙が行われた。結果は,民 自党が倍増(131→264)す るという大勝で,社 会党,民 主党,
国-協党は軒並み半減に近い惨敗を喫するという情況のなかで,共 産党だけが九倍増(4→35)
とい う成績であった。49年2月16日,第 三次吉田内閣は,民 主党(犬 養健)と 連合 して333
議席を擁して成立した。力の政治が始まろうというのである。その際吉田は,「 政府は国民
と一体となって経済九原則を強力かつ忠実に実行することを誓 う。 しかるに終戦後の国民思
想の混乱に乗 じ,現 下の国情をいささか も省みず,無 責任な行動をほしいままにし,破 壊的
な意図の下に行動している者もあるが,… 断固 としてこれを排除せんとす るものである」53)
と宣言 した。これは,民 自党の意図するところを最もよく披歴 した言葉である。
 その吉田内閣が どれほ どドッジ ・ライソに忠実であったかは,ド ッジ ・ライン発表(2/17,
最終案3/24)後 の3月19日,吉 田は新聞記者連盟総会の席で 次のように述べている。 「わが
国経済の再建と自立を確保するためには,特 に輸出の最大限の振興 と増大とを図る必要があ
る。すなわち,日 本経済は本質的に国際通商を基本 とした交易経済であるべきであ り,そ の
自立再建は輸出振興への挙国的努力が根本 となる。 したが って,今 後わが国は輸出産業を中
心とした工業生産の振興を図らねばならない。基礎生産財の増産 と生活物質の必要量確保 と
を中心とした工業生産の再建とい う従来の方向を輸出品生産の強化 とい う方向に移行せ しめ
ねばならない。国内消費を切 りつめ,資 本の蓄積を図る一方,生 産費の節約により輸出向製
品の増産を図らねばならない」54)。国民の生活必需品の生産を切 りつめ,国 民に犠牲を強要
しながら輸出産業の振興を 「数の力」で強行 しようというのである。独 占企業優遇,対 米戦
略従属の姿勢が最も鮮明に現われた発言 といわなくてはならない。 こうして,ド レーペー ・
ドヅジ ・ライソは,吉 田を得て強力に実施されてい くのである。
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 同様に,前 記48年11月 の国家安全保障会議の線 もこの 「数の力」に よって推進されること
になる。アメリカは吉田内閣を前面に立て,そ の責任において ドッジ ・ラインを実施させる
とともに,特 に労働攻撃と共産主義運動 ・民主主義運動を抑圧させるのである。それが 「団
体等規正令」であ り,「 定員法」である。
 総司令部は,こ の前後から ドレーパー路線を強める必要を痛感 し始めるとともに,労 働運
動指導者層のなかの共産主義者を直接排除する方針をもつようになった。つま り,民 同勢力
を育成 し,共 産主義の影響を圧倒しようとい うこれまでの間接的 ・消極的方針の転換を迫 ら




い。 もし攻撃 した方が若干の 共産主義者を 殉教者にしてしまうことから失われるものより
も,ア メリカの国益に一層奉仕すると判断されるならば,積 極的にその計画を実行に移すぺ
きである。 また(ア メリカを)非 難 している共産主義的哲学 ・慣習を占領軍が黙認 している
と誤解 される恐れがある時は,い つでも直接的手段を使用すべ きである」55)。そ して,こ れ
に基づいて49年1月30日 付 「作戦命令第八号」が作成された。 しかし,こ の命令書は府県軍
政部に下達 されないままとなった。にも拘わらず,こ の直後の2月12日,吉 田首相は記者会
見で,米 議会の非米活動委員会にまねた非 日活動委員会を設置する意図のあることを明らか
にした56)。それが,4月4日 にポツダム政令の形をとる 「団体等規正令」 として法制化され
たのであるQそ れは,上 記書簡の趣旨が選挙における共産党の進出と相まって,吉 田内閣の
手で具体化されたことを示すものというほかないであろう。団規令の主旨は,「 暴力主義的
企図によって政策を変更 し,又 は暴力主義的方法を是認するような傾向を助長 し,若 しくは
正当化する」団体の禁止と団体および個人の処罰を定めたものである。この政令の施行 とと
もに,法 務庁特別審査局に第四課が新設され,左 翼団体の調査を行 うことになったことは,
この政令の 「目的」をよく現わすものである。 ドッジ ・ラインを実施するに当って,こ の よ
うな弾圧法規を どれほど緊急に必要としていたか,そ の心情もわかるようである。
 これより先,2月1日 に ドッジが来日した。 これにロイヤル陸軍長官とウェデマイヤー陸
軍参謀長代理が同行 した。 このことは,ド ッジ ・ラインのもつ軍事的意味の大きさを示唆 し
ていたし,殊 にウェデマイヤーの同行は,彼 が47年7,8月 に中国情勢検討使節 として派遣
されていたことに照 して,中 国情勢との関連の深さを表わしているともいえる57)。
 ドッジ ・ライソの基本内容は,2月17日,総 司令部経済科学局長から池田蔵相あて書簡に
よって示され,改 めて3月24日,最 終案が政府に提示 された。49年 度政府予算案が容易に実
施に移 されたのは,修 正を許さない命令として政府に通告 されたことと,こ こで も吉田が政
権の座にいたことが大 きく作用 した。吉田は,渋 る池田を抑えて ドッジ予算を呑む決意をか
ため,す でに 衆院予算委で出されて いた 反対意 見を 「数の力」で 押し切る挙に出たのであ
る58)。
 ドッジ ・ライソは1ド ル360円 の単一為替 レー トの強行実施と シャウプの税制改革によっ
て補足 され,ま た公務員 ・公共企業体労働者の人べ らしを実施するため,5月30日 に 「定員
法」を成立 させてその体制を固めた。定員法は ドッジ ・ライソの実施を成功させるためと,
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共産主義者の除外をねらった二重の 目的をもっていたのである。
 (2) ドレーパー ・ドッジ ・ラインの効果と影響





  整費の打切 り,(2)復興金融金庫の新規融資,赤 字融資の打切 りを行 う。




 こうして,前 年度までの赤字財政は一一転 して黒字財政 となった。その中で,占 領軍の費用
である終戦処理諸費だけは1296億 円(約18%)と 前年とほぼ変わ らぬ金額が計上された。 これ
は,ア メ リカの占領費軽減の意図を示している。他方で一般会計30%,特 別会計20%減,ま
た計42万 人の公務員の整理を行い,失 業対策費は99%減,中 学校舎建築予算ゼロとした。 ま
た税率据>x置 きで,歳 入の63%を 租税でまかない,一 方では徴税強化のための徴税費 ・司法
警察費を増額するとい う税収奪強化の仕組みが入れられていた。 これ とともに,対 日援助物
質の払下げによる代金を積立てる対 日援助 見返資金特別会計が新設された。49年 度には一般
会計から1083億 円(約16%)が 貿易特別会計に繰入れられた。これは総司令部の管理下におか




 第二は,既 述の団規令,定 員法の制定 とその効果である。この二つの法令は複雑な意図を
持っていた。当初公布されるまでは ドッジ・ライソの実施に反対するであろう勢力を排除す
る目的が強 く,そ の点では実施の前提としての性格をもっていた。 しかし,定 員法に関 して
は,ド ッジ ・ライソ計画そのもののなかに組み込まれている 「人員削減」=「 人件費削減」
の目的もあった。 したがって,当 初は例えば国鉄争議に み られるように,政 府が 「公共事
業」 と認定 した分野での争議権を制限しようとして改正される 「労働組合法」 「労働関係調
整法」を含んで 「定員法」の成立そのものに攻撃視点が向け られていた。 しかし,こ れ ら三
法が49年5月 中に改正,制 定 され,公 布された段階から,団 規法も含めて 「共産党員排除」
とい う政治的性格を帯びて くるのである。
 当時,49年 における労働争議の二つの代表的事例は,国 鉄労組の行政整理反対 と,東 芝労
連の企業整理反対の斗争であるが,両 者 とも指導力の中心は共産系の人達であった。奇 しく
も両事例とも49年7月 で斗争は終息 して いる。 ところが,そ の後の団規令と定員法の機能
は,直 接共産党員の粛清 と して あらわれる。 すなわち,国 鉄の行政整理は7月4日 に3万
700名,12日 に6万2000名,18日 には労組の 中央斗争委員中の共産党員12名,革 同5名,計
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17名 と中央委員中の共産党員36名,革 同6名,中 立3名,計45名 が解雇された61)。この間,
下山事件(7/5),三 鷹事件(7/15),松 川事件(8/17)が 惹 き起 こされ,国 鉄労組統一左派は
壊滅するのである。 また,東 芝労連も7月5日4581名 とい う大量整理案が発表され,国 鉄 と
同様に,労 連幹部,各 単産の専従者,共 産党員をは じめ左派系組合活動家が大量に排除され
るのである62)。この二つの争議が事実上敗れたとき,行 政整理と企業整理は,い わゆる 「レ
ッド・パージ」 として堰を切ったように進行 した。
 第三に,そ れは 「戦後の保守体制」を確立 したとい うことである。まず,49年7月 以降,
ドレーパー構想を推進 させる画期となった ことからみていこう。49年7月1日,総 司令部労
働課は,地 方民事部及び府県民事部の労働担当官あてに 「労働組合の組織お よび構造に関す
る教育計画」 という指示を発した。これは,国 際自由労連への加盟を前提として,日 本にお
ける反共労働戦線を統一 した代表的組織を作るための援助計画である63)。この意図は,50年
2月1日 付の経済科学局 メモ 「1950年の労働関係と労働教育計画」に明瞭に語られている。
つま り,今 後は共産主義者の地下戦術 ・暴力戦術が予想されるので,こ れから非共産主義者
を守るため,民 主的反共労働戦線の結成,す なわち新評議会(国 際自由労連加盟促進協議会)
に結集す ることが必要であるというのである64)。この計画の下に,49年7月 以降,総 司令部
労働課員は勢力的に直接単産に赴 き,既 成組織(産 別,総 同盟,全 労連等)か ら脱退 して産業
別組織に結集するよう働きかけた。 この工作は効奏 し,東 アジア資本主義圏を作るのに不可
欠な分野で民同派を中心 とする同調者がふえた。こうして3月11日,総 評結成準備大会が開
かれ,「 特定条件下での労資共同」を謳 った基本綱領を採択 した。 ここには,国 際自由労連
の結成 とアメリカの対 日労働政策の結びつきの緊密さ,ま た総評結成がアメリカの世界政策
の中に少なからぬ比重をもつものであることが示されている。
 ところで,大 資本の攻勢が開始されるのもこの時期である。すでに大資本は,労 働攻勢に
対抗 して47年5月19日,経 営者団体連合を組織 していたが,48年4月12日 には 「日本経営者
団体連盟」 と改称して組織を拡大 していた。戦斗的労組に漸 く壊滅の兆 しが見えは じめた49
年7月7日,日 経連は行動綱領 ともいうべ き 「当面の労働情勢に対応 して経営者のとるべ き
態度」を発表 した。すなわち,経 営者の当面の課題は 「経営内にある共産党員の排除」にあ
るとし,そ れを排除する場合,従 来は法規的に問題があったが,「 この解答は今回の国鉄の
人員整理によって明らかになった」,今 後は 「意識的継続的非協力者 として排除せ よ」 との
べ,「 第二組合が作 られた場合は……会社施策の重点をその組合へ集中すべきである。」そ
して資本攻勢の武器は,法 廷斗争,宣 伝戦,反 共教育,労 働協約改訂の機会の利用であると
し,最 後に 「経営者 よ団結せよ」と結んでいる65)。なお,こ の文書は,資 本攻勢において勝
利を手中にす るためには,常 時,民 事的,監 督官庁,警 察,裁 判所,検 察庁,新 聞社,放 送
局な ど との連繋を緊密に しておく ことが必要である とも述べている。 こうした資本の攻勢
は,当 然,政 治資金の献金 という形で政界へも,と りわけ資本の意思を代弁する保守政界へ
も現われ,そ してそれが次第に系統化されていくであろ う。こうして政財癒着は献金を通 し
て相互利益を図 りつつ一層蟄固なものとなってい く。
 第二次吉田内閣の成立(48.10.19)か ら第一一次鳩山内閣の成立(54.12.10)ま での6年1月
余の吉田執政期は,ま さに以上のような諸事情 も含めて 「戦後保守政権」の地盤が確立され
た時期であった。上記のように,労 働運動の大転換が行われ,保 守批判的 ・過激的な労働勢
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力は一・掃され,代 わって温健派民同が拾頭する一方,ド レーパー ・ドッジ構想による輸出産業
・コソツェルソを中心 として資本蓄積を始めた保守独占企業の拾頭 と,そ れによる財政的援
助を得た。また,ド レーパー ・ドッジ構想は,同 時に社会党,共 産党の分裂を結果 して革新
勢力は完全に敗退 した。社会党は,49年12月 の中執委で講和 ・ドッジ路線問題をめ ぐって左
・右が対立 し,共 産党 もまたコミンフォルム ・中共の日共批判への対応問題をめ ぐって,党
主流 と国際派が鋭 く対立 した。この分裂は,労 働運動,学 生運動などの分野にも持ち込まれ
て混乱を生んだ。 このことは,国 民諸階層の民主主義的結集の中核 となるべき変革的勢力の
崩壊を意味 し,以 後,国 民は革新勢力から次第に去ってい くのである66)。他方,こ れに対 し
て,ド レーパー ・ドッジ路線は,民 自党の社会的地盤を強固にしていった。巨大紡織企業の
生産物が輸出に 向けられたため,国 内の 衣料不足は 深刻かつ長期化 したが,こ の情況の下
で,既 存機屋の発展 ・好景気に刺激された 転業現象が 全国的に 拡大 し,こ れら中 ・小企業
は,原 料糸を得るために上位企業に結合し,そ れは忽ちの問に全国的な系列化を形成 した。
しかも,こ れ ら企業の労働者は 農村出身が多 く,そ こに 「顔 と義理」が生ず る ことになっ
た。また,49年 秋からの地方税負担増,農 村不況の波は農民を苦 しめ,日 農壊滅後の農村で
は彼 らは近隣中 ・小企業ないし大企業への転職 ・出稼ぎで生活苦を凌がねぽならず,こ れは
政治批判 よりもむしろ政治頼みの保守接近を結果 した。こうして,利 害関係 ・金の力 ・縁故
関係 ・家柄 ・義理人情 といった 「武器」にものをいわせて,農 村では旧家支配が,地 方都市
では戦前町内会 ・部落会のボス支配が復活 し,上 部官僚機構 ・保守政権 と結びつきを強め,
農村 ・地方都市支配体制を補強するようになった。これ も革新的階層 ・労組の後退に負 うも
のではあるが,よ り根本的には ドレーパー ・ドッジ路線のつ くり出した政治的作品に外な ら
なかったのである。 しかもこの体制こそ,50年 以後,朝 鮮戦争を遂行 し,単 独講和と安保体
制を築 き上げる基礎 となったものである67)。
 第四は,ド ッジ ・ラインの成功が確実となった とき,ド レーパー構想のさらなる展開を 目
指 して冷戦激化を図る動きが加速されたということである。 まず,対 日単独講和の方向が,
米英両国首脳によって確認された。49年9月13日 から17日にかけて,ア チ ソン国務長官とベ
ヴィン英外相を中心に両国の極東政策担当官会議が開かれ,こ こで両国政府は,対 日講和を
早期に実現すること,ソ 連の参 ・不参加に拘わ らず条約締結を行 うこと,講 和後日本に米軍
基地を設けること,講 和後 も日本を西側陣営に止めることの方策などについて合意した。10
月13日,国 務省は冷戦政策に即 した最初の講和条約草案を作成 し,50年 初頭,J・F・ ダレ
スを対 日講和問題担当の外交政策顧問に任命 し,そ の強行にふみ切るのである。また,こ れ
と併行 して,ア メリカの世界戦略の重点をヨmッ パよりもアジアに置き,明 確な反共政策
を展開すべきだとい う極右勢力 ・J・ マッカーシー上院議員(共和党)ら が急速に拾頭 し,そ
の勢力の象徴的人物マッカーサーは,そ の地位を利用 し,49年 後半にはこの路線を実施 しは
じめた。同年9月 から10月にかけて,南 朝鮮では132の 政党 と団体が 解散させられ,秋 か ら
50年初頭にかけて,パ ルチザン斗争討伐の名の下に,20万 の農…家が焼き払われ,10万9000人
が虐殺され,100万 人の農…民が 土地を追われた。 他方,49年 中に韓国軍の兵力は,6万5000
名から,陸 軍10万,海 軍1万,空 軍3000,予 備軍5万 と約2倍 に強化 された。飛行場 ・海軍
基地 ・軍用道路の新設 ・拡張,唾 壕の堀設 も進められた。在日米軍基地の強化,軍 需物質の
貯蔵,日 本企業の軍需生産の再開も急テソポで行われた。朝鮮戦争は着hと 準備されつつあ
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っ た の で あ る68)。
4 反共教育政策の展開
 (1) 反共教育政策の開始
 以上の歴史的経過を勘案するとき,ア メリカは占領当初から,必 ず しも終始 「民主主義の
救世主 ・理想主義のホープ」 として日本に臨んだのではなかったとい うことができる。第二
次大戦の名分上反ファシズムの旗幟は鮮明に し,そ の立場から日本の超国家主義や軍国主義
を摘出 しは したが,同 時に 日本の赤化防止の任をもって来 日していたのであろ う。それが,
占領早々に米 ソ対立が顕在化 し,ア ジア情勢 までが 「冷戦構造化」するに及んで,あ らため
て戦略の早期転換の要を感 じるに至った といえる。 こうして,ア メリカが明確な反共政策を
展開す る段階において,そ の帝国主義的本質を露呈するに至ったのである。
 以上のことは,占 領権力内部において政策上の対立と権力移動があった経緯をみて も首肯
できる。 周知のように,戦 争中,日 本占領後の日本民主化問題 ・天皇制存続問題を め ぐっ
て,ア メリカ政府内部ではより進歩的な 「中国派」 と現実主義の 「日本派」 との対立があっ
たが,44年8月 頃 「日本派」の退陣によって47年 初頭 まで 「中国派」が進出していた。 とこ
ろが,こ の頃中国では中共勢力の反攻による国府軍の劣勢状態が続いたことと, 「中国派」
の進歩性が 共産主義に通 じる 誤解を生み,ま たアメリカ自身の 政策転換もあって,「 中国
派」は47年 の中頃までに権力の座を去 った。 このことは,ア メリカ本国の政府内部にすでに
反共的意図が兆していた ことを意味す るとみて よい。
 このことは,占 領軍にも敏感に反映 した。そして,こ の場合は,GHQ内 部のGS(民 政
局)とG2(参 謀第二部)の 対立,前 者の長 ホイ ットニー代将 と後者の長ウイ ロビー代将 と
の対立,ま たは,本 国における国務省 と国防省の対立の反映 ともいわれている。GSは 「ニ
ュー ・ディーラー」ないし 「中国派」系のシビリアソが多 く,G2は いうまでもなく軍人で
保守系である。謀略機関であるCIC(陸 軍防謀部隊)を 掌握 し,対 ソ戦略を主眼としていた
か ら,こ の対立は当然であろ う。50年 頃までには,GHQの 主導権はG2に 移 っていった。
共和党マ ッカーシー派(反 共主義)と 結んでいたマ ッカーサーは,「 早 くから対 ソ戦略上の日
本の軍事的意義を重視 し,民 主化には批判的であった」69)から,彼 の反共的好戦性と反 ソ・
アジア第一主義がそれに輪をかけていた とみ られる。 とくに象徴的だったのは,G2に よる
CIE初 代局長ダイク代将の追放である。CIE(民 間情報教育局)は,45年9月22日 に設置
された 目本の教育方針に関する政策指令を行 う機関であって,「 日本教育制度のすべての要
素から,… …軍国主義 と超国家主義の除去,民 主的理想 と原理を普及する……教育課程にお
ける教授の新 しいコース」 (45年10月2日 付最高司令官の一般命令第四号)70)の設定を任務 として
いたものであるが,仕 事の関係上,当 時アメリカ教育界でも最 も進歩的といわれたカ リフォ
ルニヤ出身者が多 く,ダ イク自身 も進歩主義者であ り,彼 の 「言論 自由に対する誠実な情熱
は,共 産主義者たちを助けたこと,量 り知れないものがあった」71)とも評価 されている。 こ
の評価は,G2が 「赤」の理由をつけて,二 百数十名の進歩派 とともに彼をアメリカへ追放
するに十分であった。マーク・ゲインは1946年5月 の 日記で,「 ダイクの帰国は,日 本の政
治的蜜月の終結 とほぼ期を同じうする」72)といっている。
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 以上の種 々の事例から考えると,占 領軍の日本における反共政策の転換は,大 よそ46年 の
半ば頃から47年にかけてであろ うと推測することができる。それは,ア メリカ本国(e・s・・・)におけ(・)る
ウォーレス商務長官(sss・os・e)の追(・)放,またパーソズ国務長官のシュトウッツガル ト発言(46.9.)と 期
を同じくし,ト ルーマン宣言よ り僅か二,三 ケ月前のことである。日本では,国 内の経済危
機がいよいよ深刻とな り,新 円切換え(46.2.)後 のイソフレも速度を増し,食 糧難は深刻化
し,給 料 ・賃金生活者は生存そのものの危機に瀕 し,特 にインフレに賃金が追いつかない官
公庁労働者は,46年11月,全 官公庁労働組合共同斗争委員会(共 斗)を 組織 し,250万 人の
組合員を結集して政府に賃上げ要求を提出 した頃である73)。こうした経済危機 ・食糧難の過
程で,5月19日,飯 米獲得人民大会,い わゆる 「食糧メーデー」が開かれ,そ の代表が首相
官邸に坐 りこむという事件が起きた。マッカーサーの目には,こ うした大衆示威運動はすべ
て共産主義者の扇動 と写るのであろ う,翌20日,「 暴民デモは許さず」 として,「 余は組織
された指揮の下に,集 団的暴行と暴力による脅迫への傾向を増 しつつある事実が,日 本の将
来の発展に重大なる脅威をもたらすことにつき,日 本国民の注意を喚起する必要を認める」
74)と非難声明を発 した。 また,以 上のような共斗組織結成や大衆運動に対 して,47年1月1
日,年 頭の辞で吉田首相が 「不逞のやから」と非難 したことに対する抗議ス ト(47.2.1予定)
を全国労働組合共同斗争委員会(全 斗)が 組み(47.1.15), もしこれが実行 されるならば,
国内は革命寸前の状況になるだろ うと思われたとき,占 領軍ははっきりと体制擁護の態度を
とり,マ ッカーサーは1月31日,ゼ ネス ト中止を命令 した。 「連合軍最高司令官として,余
の託された権限にもとづき,余 はゼネス トを実行せんとする労働組合の指導者に対 し,現 下
のごとく窮乏にあえぐ,衰 弱した日本の実情において,か かる致命的な社会的武器に訴える




後の具体的な反共教育政策は,地 方軍政部(sり )(MGR, MGT,)が 中心( 00   0sりse)となって推(  )進された。 軍
政部将校はCIEに ではなく,管 区司令官に責任を負い,そ の上に第八軍司令官が いた。
そして第八軍とCIEと は連絡を持たな かった。 日本側教育行政機関との関係を いえば,
CIEが 局長と文部大臣との月1回 の定例会議を通 じて文部省に連なっているのに対 して,
地方軍政部は,直 接都道府県教育委員会に連なっているほか,下 部機関の都府県軍政部を通
して都府県教育委員会や現場学校 とも,ま た日本国民とも連なっていた。特に占領教育政策
の実施に際して,地 方軍政部はG2の 影響下で,反 動的装置と化 していった。 しかし,こ の
ことは,教 育政策の反動化 ・反共化にCIEの 責任が全 くなかったということではない。地
方軍政部の反動化 ・反共化は,い うまでもなくGHQの 反動化 ・反共化,し たがってCIE
のそれに見合ったものであったことはい うまでもない76)。しか し,こ の反動化 ・反共化を一
層促進 させたものは,地 方軍政部そのものの体質にあった。地方軍政部のCIEは,教 育訓
練を うけておらず,お どろくべき民族的優越感をもって日本人に臨み,監 督者として教師に




らと学校をめ ぐり,… …会合に出席 し,愛 嬌をふ りまきながら専 らアメリカ資本主義の繁栄
と文化の高さを誇張 してあるきました。……戦前の日本の軍国主義者の共産主義者に対する
弾圧の方法とは違います。 もっともっと巧妙です」78)。当初の非軍事化措置や六三制の実施
など初期民主化政策の意義 とは別に,権 力に よる弾圧,ア メリカ式教育の強制,ア メリカ軍
隊の反動的 ・帝国主義的性格等のなかに,反 共教育政策を強力に展開させる萌芽があったと
考>xら れる。こうして,占 領軍は,大 よそ47年 後半期からは誰の目にも明らかに反共教育政
策の実施期に突入 した と写るような体制を執( り)るに至(  e)るのである。この意味(のeりのの  0e0)では,全 般的( 0り  ゆ)な占
領軍( s・・)の反共政策(・・・・)よりはやや早(s)かったとい うことができる。占領軍が組織的に労働者弾圧に出
るようになったのは,48年3月 の 「三月斗争」以来のことであるからである。この時には,
単に 「中止命令」を出したに止まらず,占 領軍に よる 「逮捕 ・軍法会議」まで行われたので
ある。 そして,こ の4月 に 「対外援助法」成立 とそれに伴 う、マーシャル ・プラソの実施開
始,5月 には例の 「ドレーパー報告書」の発表,6月 にはベル リン封鎖 とバソデソバ ーグ決




  ① 在 日朝鮮人教育の弾圧
 反共教育政策が,日 本の教育労働者に向けられるよりも先に,在 日朝鮮人の民族教育に向
けられたとい うことは象徴的である。
 朝鮮問題に関しては,1945年12月,モ スクワにおける米英 ソ三国外相会議において米英中
ソによる最高5年 の信託統治案が採択 されたが,国 民の猛烈な反対によって実施できなくな
った。そこで,こ の問題を更に検討するため,46年3月,米 ソ合同委員会が設けられた。米
ソは,将 来樹立されるべき臨時政府に 「民族主義者」を参加させる(米)か, させない(ソ
連)か をめ ぐって真向か ら対立 し,5月 にはこの第一回委員会は流会 となった。47年5月 に
開催された第二回委員会も難渋を極め,結 局アメリカは,47年9月 にこの問題を国連に提出
し,朝 鮮統一一総選挙を管理する国連韓国委員団設置の案を多数決で通過 させた。 ソ連は,終
始反対の態度をと り続けてきた79)。
 一方,北 朝鮮では46年2月 に 「北朝鮮臨時人民委員会」が組織 され,ソ 連軍政下,土 地改
革をはじめとする共産主義政治体制を固めつつあったが,47年2月, 「北朝鮮人民委員会」
を組織 し,事 実上単独政権を樹立 してしまった80)。統一の夢はついえ,国 連韓国委員団も有
名無実 となった。
 このような経緯があった直後,1947年10月,GHQのCIEは,「 朝鮮人諸学校(を)…
日本(文 部省)の すべての指令にしたがわ しめるよう」 日本政府に指令 した 「占領軍の民族
教育に対する基本方針」81)を送達 してきた。 これを うけて,48年1月24日,文 部省は 「朝鮮
人設立学校の取扱いについて」82)を発 し, 「朝鮮人の子弟で あっても,学 令に該当する者
は,日 本人同様,市 町村又は私立の小学校又は中学校に就学させなければならない」, 「私
立の小学校又は中学校の設置は,学 校教育法の定めるところによって,都 道府県監督庁(知
事)の 認可を受けなければならない」。従 って,従 来から存在 してはいるが正式の認可を得
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ていない朝鮮人学校は,こ の際すべて認可を受けなけれぽならないことになった。 しかも,
追い討ちがかけ られた。 「学令児童又は学令生徒の教育については,各 種学校の設置は認め
られない」というのである。従来,各 種学校として設立 されていた朝鮮人学校は,こ こで廃
止か,受 認可の止むなきにいたるのである。しかも,私 立の小 ・中学校には,「 教育基本法
第八条のみならず,設 置廃止,教 科書教科内容等については,学 校教育法における総則並び
に小学校及び中学校に関する規定が適用 される」のである。とい うことは,教 基法第八条に
よって 「特定の政党を支持 し,又 はこれに反対するための政治教育」を してはならない,つ
ま り共産主義的教育をしてはならないとい うことと, 「朝鮮語の教育を課外に行 うこと」以
外,日 本の教科書 ・教育内容に よる教育を行 うべきであって,朝 鮮人と しての民族教育は
「学校教育法……に関する規定」で一切行い得ないとい うことになったのである。これ らの
規定は,朝 鮮人の教育にとってまことに厳 しいものといわなければならない。
 さらに文部省は,二 日後の26日, 「朝鮮人の教職員の適格審査に ついて」83)を発表 し,
「朝鮮人を教育する学校の教職員についても,昭 和22年 政令第62号 に よる教職員の適格審査
をしなけれぽならない」 とした。政令62号 とい うのは,そ の第三条で,職 業軍人,顕 著な軍
国主義者,極 端な国家主義者およびアメリカの占領目的 ・政策に著 しく反対する者を 「教職
不適格者」と指定 し,こ れらの者は教職から追放 されることを規定 したものである。ここで
は,共 産主義者を第4号 によって好ましからざる人物 として排除 しようと企図 したのであろ
う。
 以上のような事があって,各 地で朝鮮人学校の閉鎖が相ついだ。49年10月24日 現在,閉 鎖
58校,改 組命令中のもの305校 を数える84)。この閉鎖命令に対 して,各 地の朝鮮人は抗議集
会を開き,当 局と粘 り強い交渉を持った。岡山県,山 口県,大 阪府などでは 「実施延期」の
協定を取 り交 したが,兵 庫県では交渉のもつれから遂に 「神戸事件」を惹き起こした。48年
4月25日 である。占領軍 ・日本官憲による検挙数は,正 確には不明であるが,1284名(新 聞
報道)と も,2000名 とも,一 説には3000名 とも伝えられている85)。占領軍に よる在 日朝鮮人
教育への大弾圧 というほかはないであろ う。
 49年4月4日 の団規令の公布により,9月8日,在 日朝鮮人連盟など朝鮮人4団 体は解散
を命ぜ られ,幹 部36人 は公職を追放 された。1948年9月9日 には 「北朝鮮朝鮮民主主義人民
共和国」が成立 していた ことを指摘 しておきたい。
  ② 教育委員選挙への占領軍の干渉
 つぎに占領軍の反共教育政策は,教 育労働者に向けられた。とくに47年6月8日 の日教組
結成以来,こ の反共攻勢は厳 しくなっていった。それは,48年10月 の第一回教委選挙ならび
に50年11月 の第二回選挙直前のCIE・ 地方軍政部の選挙干渉に典型的にみられる。
 48年9月8日,CIEは 「教育委員選挙に関する声明書」を発表 したが,そ のなかで,望
ましくない教育委員として, 「特定の政党,団 体,協 会,労 働組合又は其の外の如何なる団
体或いは個人の利己的目的に奉仕する為社会全体の利益 と必要を従属的な地位に置 く人,社
会を代表 し適当な資格を持っている職業人によって学校が管理 されるのを 見るよりは自分自
身で学校を管理する希望をもつ人」86)などを挙げたが,こ れは,明 らかに教員組合推薦候補
の排除を意図するものであった。
 地方軍政部の選挙干渉は,各 地において露骨に推進された。48年9月1日,5日 の二回,
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東京軍政部は声明を発 し,某 候補者は左翼機関の公認であること,当 選の際は教育管理権が
日教組に握 られてしまうなどの妨害を行い,ま た8日 には,同 軍政部教育担当フオッフス少
佐は,「 東京における教師の圧力グループが都教委の支配権を握 らんとして執拗な画策を行
いつつある」 「都教組は本年2月 以来……左翼分子にはっきり加担 した」87)と非難 した。9
月16日 には,同 軍政部司令官ホリングスヘ ッド大佐は,都 教連執行委員会に乗 り込み,都 教
連およびその所属の支部は,教 委候補者 として教組のいかなるメソ・ミーも推薦 した り,後 援
しないことを声明して大衆の信頼を回復すること,同 時にすべての教員候補者を撤回 しなけ
れぽ,都 の真の民主教育を妨害するものとして都民か ら非難されるだろ うと恐喝 した88)。こ
のような軍政部の干渉下の選挙において,都 教組書記長,都 高教組副委員長は落選 し,教 組
出身委員を出すことはできなかった。
 長野では, 前長教組委員長が中学校長の職を辞 して立候補 したのに対 して, 長野軍政部
は,投 票数日前に当人非難の声明をラジオ,新 聞を通 じて発表 した。すなわち,長 教組は一
部ボスによって支配され,左 翼的,独 裁的であるため健全な組合活動が行われなかったが,
その中心人物が,こ の度立候補 した某であるとい うのである89)。候補者は当初優勢であった
が,最 終的には僅少差で次点となった。
 その他,熊 本では,熊 本軍政部司令官が知事を立会人 とし,県 教組役員の候補者に代わっ
て日本人軍政部通訳を強要するとい う事態まで起った。また,現 職を退 き教組推薦で当選 し
た二人は,選 挙違反 とされて結局辞退に追い込まれたgo)。さらに千葉では,教 組推薦の二名
は当選 したものの,投 票前に市町村長を招集 して,現 職立候補は最大の罪悪であるとの宣伝
が映画,幻 燈,紙 芝居を総動員して行われ,候 補者 と組合責任者に対する直接 の威嚇など強
い干渉と妨害が行われた91)。
 第一回選挙後の10月8日,CIEは 「今度の選挙で特に注目される点は,急 進分子が教育
委員会を乗っとり, 日本教育を左右 しようとした必死の努力が明らかに失敗した ことであ
る」 と述べた92)。
 50年 の第二回選挙においても,地 方民事部(軍 政部を改称)は,レ ッド・パージのなかで,
同様な干渉を くり返 した。50年8月23日,関 東民事部デイ トソ大佐は,教 委選挙に教員が立
候補するのは,教 育を監督すべ き教委に職業的教育家が入ることにな り,教 育の独裁を招 く
とい う書簡を管下知事に送 ったが,東 北,中 国,四 国の各民事部 も同様な意 見を表明してい
る93)。
 こうした選挙干渉のもつ意味は,自 らが 日本に与えた教委制度を,教 組が 「民衆統制」 と
い う制度理念 と教育行政の民主化 とい う課題に即 して,下 から正 しく組織 しようとした努力
を,与 えた者の手に よって弾圧 した とい うことであって, まさに彼 らの行った 「民主化政
策」は, 教育行政の絶対主義的支配には一定の打撃を与えたが, 同時に 「人民による民主
化」には弾圧の側にまわったとい う矛盾にみちた行動であったといわなけれぽならない。
  ③ 教職員組合に対する弾圧
 教育労働運動 と民間教育運動に対 しても,占 領軍の反共教育政策の弾圧は加えられた。そ
れは,48年7月22日 の 「ス ト禁止に関するマ書簡」 とそれに基づく同月31日 の政令201号 公
布以後,一 そ う激 しくなっていった。一 口に,教 組への弾圧といっても,そ れにはいろいろ
のケースがみられる。
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 第一▲に,教 組と教育会の分離問題がある。48年2月,長 野では,地 方軍政部による強力な
信濃教育会の育成策が進められた。それは,48年 頃,戦 時中戦争協力団体であった大日本教
育会の下部団体であった信濃教育会の解散問題が起きた とき, 長野軍政部 ケ リー教育部長
が,長 教組への牽制策として,教 組への対抗団体として同教育会の温存 ・育成を図ったこと
をさす。48年2月9日,ケ リー教育部長は,解 散総会をもとうとしていた教育会の郡支部に
対 し,解 散禁止命令を出したのである。組合弱体化の一方法として信濃教育会は甦えったの
である。 当時,多 数の県では,県 教育会は解散 して県教組 と合体 していたのである。 しか
し,占 領軍は,経 済的基盤をもち,戦 時中とはいえ多少とも保守性をもつ教育会と教組の併
合を好ましくないとしていた。それは,教 組に経済的基礎を与え,教 組一本化を意味するこ
とになるからである。
 49年4月,富 山軍政部は,県 教組役員を呼び,教 組と教育会の分離,教 組委員長の教育会
長兼任の解除を申し渡 した94)。他の多 くの県 も,漸 次分離させ られていった。
 第二は,組 合弱体化のための組織への干渉である。48年6月,埼 玉では,地 方軍政部が,
教組に対して団体協約の改正を要求 してきた。それは,教 組 としての実体を骨抜 きにするよ
うな要求を,「 訓令的ないい方で」 「一方的に要求を伝えた」95)といわれる。 しかし,埼 教
組は要求をけ り,重 要事項を変更 しなかった。一方,長 野では,軍 政部への報告なしに労働
協約延長がなされたということで,協 約無効,県 教育部長は退職 とい う事態が起 った96)。
 同時に,組 合規約の変更要求がなされた。48年11月6日,東 京軍政部ホ リソグスヘ ッド
は,「 民主的教員組合の基準について」 という講演を行い,選 挙は記名投票たること,政 治
的斗争をしないことを明示 した規約をもつべきだと提案97)しただけでなく 後 日直接組合大
会にの りこんできて,大 会の模様をカメラに収め,発 言はすべて通訳がメモをとって帰っ
た98)。群馬では,49年8月,軍 政部教育情報官ス トラウ ドが次のような改正を要求した。(1)
常任執行委員は直接選挙で全員投票によって選び,各 群市か らの委員不要,(2)青 年部,婦 人
部は二重の権利をもつので不要,(3)委 員会は,総 会 という決議機関があるから不要,(4)司 法
委員会を設け,執 行部の監査を行 うこと99)。青年部は行動的で,具 体的には青年部大会が
「民主人民政府の樹立」を決議 したことがね らわれたのである100)。結局,49年10月 の臨時
大会で,規 約を改正せざるを得なくなった。占領軍は,教 組の団結権や集会の自由をか くも
侵害 したのである。
 つぎに,役 員選挙が要求された。48年7月13日,埼 玉で,軍 政部 ビーヤ課長が記者会見を
行い,「 第八軍の命令で,役 員改選をしなければ埼教組を解散させる」 と発表 した。主な理
由は,(1)教 組は教職員の給料,勤 務時間,福 祉問題だけに関わ り,人 事行政にタッチしては
ならない,(2)役 員給料は組合支給,(3)授 業中,組 合会議に出席 してはならないとい うのであ
る101`。 これに対 し, 日教組などの調査,抗 議活動が展開されようとした段階で,軍 政部
は,「 命令」を撤回 した。このような組合活動の自主性に対する介入は,そ の他各地で行わ
れている。
 秋田では,48年3～4月 頃,軍 政部は,学 校管理 ・運営の問題は組合の責任ではない,業
務管理は教育を破滅に導 くと再三声明した102)。同年2月,群 馬では,教 組の一斉振替斗争
に対 して,軍 政部は,日 曜登校はクリスチャソの信教の自由を侵すと非難 した103)。 北海道
では,47年11月,校 長の組合加入は労組法第2条 違反であ り,脱 退すべきだとい う軍政部見
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解が表明されたが,中 労委,地 労委の回答,北 教組臨時大会決定などにより,そ の見解は排
除された104)。後に,1956年 以降に展開される教育行政の反動化のなかで打ち出される組合
弱体化政策は,す でにこの時点で占領軍によって展開されていたのである。
 第三に,日 教組脱退勧告 も,富 山,石 川,山 梨,群 馬,埼 玉,静 岡,三 重など各地で行わ
れていた105)。たとえば富山では,49年5月,軍 政部は,日 教組は共産党に支配されている
から,そ の加盟団体の県教組 も共産党員の支配下にある,即 刻脱退すべ きであると勧告 した
が,組 合大会は万場一致でこの勧告を断った106)。
  ④ 教員のレッド・パージ
 教員に対するレッド・パージは,50年6月6日 の日本共産党中央委員会の解散とこれに続
く全産業部内へのパージの拡大 よりも早 く,東 京都多田小学校事件を皮切 りとして展開 され
る。
 多田小学校事件 とは,49年2月2日,東 京都軍政部が都教育庁に対 し,多 田小学校の三名
の教師の共産党への入党勧誘行為の調査を命 じ,教 育庁が翌3日,軍 政部へ報告 した事件を
いう。 「調書」に よれば,1月21日,22日 の両日,三 名の教師が担任児童の家庭をまわ り,
「入党にさい しての御挨拶」のビラを配 り,共 産党の教育政策 と子 どもの教育との関係につ
いて説明し,ま た同僚を勧誘 したとい うこと,な お,当 校は,過 去一年半にわた り管理問題
をめぐって紛争が続いているが,そ の中心人物が上記三教諭であ り,こ れを機会に,適 当な
措置を必要とすることなどが述べられている。2月13日,東 京軍政部は,B・B・ フォック
ス少佐署名入 りで, 「東京軍政部による共産主義者の偽善暴露,納 税は必要」とい うニュー
スを発表 した。それは 「三名の教師が共産主義宣伝文を配布 し,教 基法をおか したか どで免
職されるべきである。また税金不払いをけしかけているが,こ れは日本国民に対する敵対行
為である」 とい うものである。 これを うけて,2月17日,都 教委は関係教員の処分を提案 し
たが,そ のためには更なる調査が必要とされ,処 分は延期された。同21日,堀 江教育委員 よ
り高瀬文相に質問書 「共産党員たる教員の政治活動 と教基法第八条の解釈について」が提出
され,4ケ 月後の6月11日,文 部大臣官房総務課長通達 「教基法第八条の解釈について」が
回答 として発表された。堀江質問書は,調 査結果 と軍政部発表 とは異なるとし,責 任感の強
い教師が 「共産党員なるが故に……追放 されることがあれば,そ れこそ教基法や連合軍の教
育制度に対する管理政策の違反であ り,わ が憲法を じゅうりんするもの といわねぽならな
い」 として,軍 政部 見解を批判したものであった107)。
 49年5月9日,関 東軍政部主催の第五回関東地区教育協議会において,ロ リソ・C・ フォ
ックスは,教 員の政治活動制限を参加各県教委に指示 した。6月 には, 「関東民事部 見解」
として, 「教育計画における政治活動」を公表,6月29日 の極東軍司令部渉外局新聞発表 の
なかで強調された。それは,教 組,過 激な政治団体,生 徒 自治会などに対 して,県 教委,市
町村長は教育長指導のもとに,政 治活動を統制する総合的な規則を文書化 しておくべきであ
るとい う趣旨のもとに,(1)政 治教育と政治活動の区別,(2)生 徒会と課外活動の監督制,(3)勤
務時間中の教組会合の認可制と政治活動禁止,(4)学 校細胞の禁止,(5)政 治 目的をもった施設
利用の禁止などを含み, 特に学校の政治活動禁止の範囲について詳細に指示 してある108)。
これを真先に実行したのが埼玉県教委である。 6月13日, 「学校における政治活動につい
て」通達 した。反対運動も起きた。県教委で唯一人反対 した安倍教育委員は,他 の六名とと
占領軍による反共教育政策実施の経緯について(熊 谷) 23
もに 「占領 政 策 違 反 」 のか どで軍 事 裁 判 にか け られ,9月15日,重 労 働 二 年 を 判 決 され,委
員 も失 格 した109)。 6月15日 に 茨 夢県 教 委,7月15日 に は 栃 木 県 教 委,以 下 群 馬,山 形,福
島,長 野 な どが 続 い た 。 こ うして,関 東 を 中 心 に,フ ォ ッ クス の反 共 理 論 に よる教 員 の政 治
活 動 規 制 が進 行 した1iO)。
 以 上 の よ うな経 過 を た ど って,教 員 に対 す る全 国 的 規 模 で の レ ッ ド ・パ ー ジ は,49年9月
頃 か ら本 格 的 段 階 に 入 った 。 文 部 省 は,9月 の 全 国 教 育 長 会 議 で,各 県 教 委 の責 任 に お い て
本 省 と連 絡 を と りな が ら赤 色 教 員 の追 放 を 行 うこ との要 請 を した111)。 9月30日 に佐 賀 で21
名,10月1日 に京 都 で51名,熊 本 で37名,2日 に 岩 手 で40名,福 島 で14名,22日 兵 庫 で26
名,23日 秋 田で43名,27日 岡 山 で33名,11月18日 北 海 道 で26名,29日 群 馬 で38名,50年1月
23日 長 野 で21名 とい うよ うに,全 国 に波 及 して い った112)。 全 国 で激 しい反 対 運 動 が展 開 さ
れ た の は い うまで もな い 。 こ う した なか で,東 京 都 教 委 は,50年1月20日, 「東 京 都 公 立 学
校教 員刷 新 基 準 要項 」 を 決 定 した 。 そ れ は,(ユ)勤 務 成 績 不 良 の 者,(2)職 務 能 力 の低 い者,(3)
学 校経 営 非協 力 者 に 該 当 す る者 を 整 理 す る とい うも ので あ った113)。
 東 京 都 教 委 は,50年2月13日,多 田小 事 件 関 係 者 を 含 め,幼 稚 園1名,小 学 校153名, 中
学 校68名,高 校29名,計246名 の辞,,.勧 告 を行 った 。 勧 告 は,予 告 時 間48時 間 を お き,そ の
時 間 内 の 受諾 者 は依 願 退職 とな り,拒 否 者 は 休 業 処 分 とな る とい うも の で あ った114)。
 佐 賀 で は,反 対 斗争 の 県 教 組 執 行 委 の 会 議 内 容 が スパ イ の た めCICに つ つ ぬ け に な っ て
い る事 実 す らあ った。 この こ とは,教 員 の レ ッ ド ・パ ー ジに ア メ リカ の特 殊 工 作 機 関 さ え も
が暗 躍 して い た こ とを 物 語 って い る115)。 こ う して,49年 か ら50年 にか け て各 地 の軍 政 部 の
指 導 の下 に行 わ れ た教 員 の レ ヅ ド ・パ ー ジは,1700名 に の ぼ った と伝 え られ て い る116)。
 さ らに この パ ー ジ は,大 学 に まで 波 及 して い った 。 そ れ は,CIE顧 問 イ ー ル ズが,49年
7月19日,新 潟 大 学 で 共 産 主 義 教 授 の追 放 勧 告 を演 説 した い わ ゆ る イ ー ル ズ声 明 に は じま
る。 イ ー ル ズ は,こ う述 べ て い る。 「共 産 主 義 は 暴 力 に よ って 既 存 の 民 主 的 な 政 府 の 転 覆 を
唱導 す る もの で あ る か ら,危 険 な 破 壊 的 な 主 義 で あ ります 。 この 危 険 な主 義 を 信 ず る者 が こ
の 国 の 青年 た ち に か か る主 義 を 教 え る こ とを 学 問 の 自由 の 名 に お い て 許 され な くては な ら な
い で し ょ うか」 「歴 然 た る共 産 主 義 者 は,米 国 の 学 校 か ら解 雇 す る こ とを 主 張 す る文 書 を,
つ い二,三 週 間前 に 出 しま した。 米 国教 育 局 長 官 と トル ーマ ソ大 統 領 とは,そ の 報 告 書 を 承
認 しま した」 「共 産 主 義 者 の教 授 を 除 くこ とを勧 告 す る根 本 の 理 由は,彼 らが 自 由で な い と
い う こ とに あ ります 。 彼 らの 思 想 も,彼 らの 信 念 も,彼 らの 教 授 も外 部 か ら支 配 され て い る
の で す。 共 産 主 義 者 は,考 え るべ き こ と,教 え る べ き こ とを 本 部 か ら命 ぜ られ るの で す 。 …
わ れ わ れ は大 学 の最 も重 要 な権 利 で あ り,義 務 で あ る学 問 の 自由 そ の もの の名 に お い て,周
知 の共 産 主 義 者 を大 学 の教 授 と して敢 て 持 ち 得 な い の で あ ります 。 … 彼 らは 入 党 した 時,そ
の 自由 を放 棄 した。 そ れ故,彼 らは 民 主 主 義 国 に お け る大 学 教 授 に は な り得 ない とい うの で
あ ります 」117)。 イ ー ル ズ は, こ の後,全 国30ケ 所 で,138の 大 学 の 代 表 者,3000人 の 教
授,2万 以上 の学 生 を前 に演 説 した とい う118)。 50年5月2日 の 東 北 大 学 事 件,5月15,16
日の北 海 道 大 学 事 件 で,イ ー ル ズ の講 演 旅 行 は 中 止 とな った 。 この 二 つ の 事 件 と も,前 者 は
学 生 が 中心 と な って,後 者 は 教 官 と学 生 お よび北 大 教 組 ・道 学 連 が協 力 して,イ ール ズ を 学
園 か ら追 っ払 った とい う,占 領 治 下 の 占領 軍 に とっ て は衝 撃 的 な 出来 事 で あ った。
24 長崎大学教育学部教育科学研究報告 第28号
 以上のような教育界への レッド・パージの嵐が過ぎ去ったあと,漸 く他産業分野への攻撃
が開始された。その端緒 ともなるものが50年6月6日 の日本共産党中央委員会の解散命令で
あることについてはすでに述べた。その6月 の25日 には米 ソの代理戦争 ともい うべき朝鮮戦
争が始まったが,こ の戦争の緒戦で,共 産軍による予想以上の甚大な被害によってその実力
を知 らされたアメリカは,憎 悪 という心理的増幅も手伝って,日 本の共産党員に対する熾烈
な攻撃に狂奔するにいたるのである。 まず,戦 争勃発の翌26日,共 産党中央機関紙rア カハ
タ』の30日 間の停刊が指令され,7月18日 は遂に無期限発行停止が指令 された。さらに同紙
の 「後継紙」 または 「類似紙」 との理由で,数 多 くの機関紙が発刊停止処分を受けた。その
数は,翌 年51年7月 までの 一年間に,じ つに1737種 にのぼったといわれる。そ して,こ の
「発行 ・配布関係者に対する指令違反の刑事処分」 として逮捕 された党員または同調者は,
合計2306名 を算 し,こ れ と並行 して反米的破壊的言動によって検挙された共産党員 または同
調者2085名 を加えると,総 数4391名 に上 る119)。
 8月30日 には, 「全労連」が団規令によって解散を命ぜ られ,そ の幹部12名 は公職を追放
された。そ して,こ れに並行 して レッド・パージが開始 されたのである。7月28日,新 聞 ・
放送 ・通信機関の労働者にパージの最初の嵐が襲いかかったのを皮切 りに,8月 の電産,9
月の映画 ・全 日通 と拡大 された。その強引なや り方には,一 切の国内法規 も慣行 もな く,武
装力がその急速かつ確実な実施のためにいつでも出動 し兼ねまじき無気味な空気を漂わせて
いた。
 ついで,10月2日,日 経連は 「赤色分子排除対策について」を発表 し,そ の対象を 「(1)共
産党員,(2)秘 密党員,(3)そ の者の言動か ら共産主義の同調者とみられるもの」 とい う不明確
な基準設定の もとに,排 除に乗 り出 した120)。 10月9日,労 働省は 「企業内における共産主
義的破壊分子の排除について」,次 のような趣 旨の通諜を発 した121)。 「企業からの排除の
対象は,共 産党員及びその同調者であって,且 つその何れに しても主導的に活動 し,他 に対
して扇動的であ り,又 はその企画者で,企 業の安定と平和に実害のある悪質な所謂アクティ
ブな トラブルメーカー である」。 パージされた人員は, この年の11月22日 現在 で10869
名とも122),総 数で,民 間関係者10972名,教 員を除 く公務員関係者1177名,計12149名 と
もいわれている123)。 こうして,朝 鮮戦争の進行に合わせて,日 本はいついかなる時にも臨
機応変の事態に備えられるべ く,マ ッカーサーの掌中に握 られた。それは,ま さに反共準戦
態勢 ともい うべき状況であったのである。
お わ り に
 通史によれぽ,戦 後から50年8月 の第二次米国教育使節団の来 日頃までを 「戦後教育改革
期」 として,占 領軍の指導による教育の民主化時代 とされている。 しか し,以 上から判るよ
うに,そ れは事実 と違 うようである。占領軍の民主化政策は,せ いぜい一年,そ れも 「超国
家主義 ・軍国主義」に対する 「民主化」であって,「 保守思想」に対 してではなかった。ま
た,占 領軍は, 「革新」に対 しては,最 初か ら神経質的で,む しろ抑圧的態度す らとってい
た。 そこで,現 実に即 して真の 「民主主義」 とは何かと改めて問わざるを得ない心境であ
る。
 占領軍にとって,反 権力的な 「革新」は,す べて共産主義である。今は,共 産主義がアメ
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リカにとっての敵であるソ連のイデオ ロギーだ とは敢ていわないまでも,反 権力的なものは
すべて 「民主主義」の敵であるとい う論理は,民 主主義の何たるかを疑わしめるに十分であ
ろう。こうした論理の基底には,ア メリカ第一主義 ・中心主義 ・独善主義が潜在するのでは
ないか。アメリカ 「帝国主義」 といわれる所以である。
 ともあれ,ア メリカによる民主化政策は,正 しくはアメリカ帝国主義的民主主義の敷衛で
あったといわな くてはならない。一歩譲って,そ れは首肯するとして,そ れでは戦後教育改
革は誰によって推進されたかの問題が残る。一般に,戦 後改革は占領軍の押付けだ とい う説
があるが,以 上を勘案すると,そ れは正 しくないようである。占領軍の懸命な反共政策の外
で,49年12月 にいたるまでの教育改革を構築 したのは一体誰だったのだろうか。それは,政
策策定者を背後か ら激励 し続けた日本国民以外にはなかったであろう。
 それにしても,米 ソといった二つの国の対立,つ まり冷戦が,東 洋の一小国 日本にか くも
大きく反映するとは驚 くべきことである。そして,そ の最大の犠牲者は,パ ージに よって除
外された人々であろう。そ うでなくても,苦 しかった時代である。戦後教育の歴史を一瞥す
るだけでも,世 界の大きな政治の渦がわが国教育をいかに揺たわせたかを強 く感 じさせられ
る。そして,現 代もまたそ うである。せめて,前 車の轍を踏まないよう警戒したいと希 うだ
けである。
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